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（１） 計画策定の趣旨 

配偶者や恋人など親密な関係にある又はあった者から振るわれる暴力（Domestic  

Violence（ドメスティック・バイオレンス）、以下「ＤＶ」という。）は、犯罪となる

行為を含む重大な人権侵害です。その深刻な事態や被害者が持つ恐怖、不安を被害者

の立場に立って理解するとともに、暴力は決して許されるものではないという認識に

基づいて、その防止から、通報や相談への対応、保護、自立支援等多くの段階にわた

って、多様な関係機関等による切れ目のない支援が必要です。 

県では、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成 13年法

律第 31 号。以下「ＤＶ防止法」という。）に基づき、平成 14年４月に「配偶者暴力相

談支援センター」を設置し、また、平成 18 年３月に「山形県ＤＶ被害者支援基本計画」

（以下「県基本計画」という。）を策定、平成 22年度及び平成 27 年度に県基本計画の

改定を行い、ＤＶの予防啓発やＤＶ被害者の相談、保護、自立の支援などに取り組ん

できました。 

今回、県基本計画が令和２年度をもって計画期間を終えることから、政府が策定し

た「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的な方針」

（令和２年３月改正。以下「基本的な方針」という。）に即して新たな計画を策定する

ものです。 

新たな県基本計画では、これまでの取組みの成果・課題を検証するとともに、昨今

の社会情勢の変化や本県の特徴、令和元年度に実施した「令和元年度ワーク・ライフ・

バランス、男女共同参画及び女性活躍に関する県民意識・企業実態調査」（以下、「県

民意識調査」という。）を踏まえ、県と市町村、関係機関、ボランティア・ＮＰＯ等が

連携して推進する今後の施策の展開方向を示し、男女が互いの人権を尊重する、暴力

のない社会の実現を目指します。 

（２） 計画期間及び計画の見直し 

この計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

    なお、政府の「基本的な方針」が見直された場合及び新たに盛り込むべき事項等が

生じた場合には、必要に応じ、見直すこととします。 

 

 

 

１．計画の基本的な考え方 
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（３） 計画の位置づけ 

   ○ ＤＶ防止法第２条の３第１項の規定による基本計画として策定するものです。 

   ○ 男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）、山形県男女共同参画推進条

例（平成 14年７月県条例第 45号）及び第４次山形県総合発展計画に基づき、男女

共同参画を推進するために策定した「山形県男女共同参画計画」に掲げる施策の方

向「重大な人権侵害であるあらゆる暴力の根絶」の達成を目指すための計画です。 

   ○ この計画は、人権が尊重される社会の実現や暴力の根絶を目指しており、2015

年に国連で採択された「ＳＤＧｓ」（※）における「ジェンダー平等」と理念を共

有するものです。 

※ＳＤＧｓ：2015 年９月の国連サミットで、全会一致で採択された「持続可能な開発目標」

（Sustainable Development Goals = SDGs)をいう。“誰一人取り残さない”を理念とし、先進国を

含む国際社会全体の開発目標として、2030 年を期限とする包括的な 17の目標を設定している。17

ある目標のうち５番目が「ジェンダー平等の実現」で、「ジェンダー平等を達成し、すべての女性

及び女児のエンパワーメントを行う」ことを目標に掲げている。 

 

（４） 計画において重視する視点 

〇 被害者の立場に立った切れ目のない支援 

被害者一人ひとりの置かれた状況を考え、被害者が安心して助けを求めることが

できる社会の実現を目指し、発見・相談・保護から生活再建、自立に向けた実効性

のある被害者支援について、より一層の充実を図ります。 

   

 〇 関係機関等の連携 

被害者支援に向けて、より一層充実した施策を推進していくため、県、市町村及

び関係機関において緊密な協力・連携体制の構築を図り、地域の実情に合わせた支

援活動を推進します。 

   

 ○ 安全の確保への配慮 

     被害者及びその家族が、加害者の元から避難した後も、生命身体の安全が確保さ

れるよう、情報管理を徹底するとともに、関係機関と連携しながら対応します。 

   

 ○ ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた対策 

     新型コロナウイルス感染症に起因する生活不安やストレスにより、ＤＶの深刻化 

が懸念される中、こうした非常時にこそ周囲が気づくことができ、被害者が相談し 

やすく、迅速に対応できるよう、保護施設等における感染症防止対策を徹底しなが 

ら相談支援体制の充実を図ります。 
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（５） 基本目標 

 

 

 女性も男性も共に自己の尊厳を大切にしながら、お互いを一人の人間として尊重し、

他人を思いやることのできる社会の形成に向け取組みを進めます。 

 

（６） 主要な課題と基本の柱 

   この計画では、本県の現状を踏まえ、次の５つを主要な課題として、６つの基本の

柱ごとに、施策を推進します。 

また、基本の柱には、それぞれ重点項目及び重点取組事項を設け、具体的な数値目

標等の設定により積極的に取組みを進めます。 

 

 【主要な課題】 

１．ＤＶ被害を予防する 

ＤＶを許さない社会づくりを促進するため、若年層に重点化したＤＶ予防の啓 

発や人権尊重の意識を高める教育を行う必要があります。         基本の柱Ⅰ 

 

２．相談につなげる 

    被害者が安心して、早期に相談できるよう、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキ 

ングサービス（※））等相談しやすい相談窓口を整備するとともに相談窓口の周知 

を強化する必要があります。                                   基本の柱Ⅱ 

 

３．当事者に寄り添う 

   相談から自立支援に至るまで、当事者本位の寄り添ったきめ細かな支援を実施す 

るため、女性の保護事業の積極的な活用を図るとともに、市町村における計画的な 

ＤＶ支援体制の整備を支援する必要があります。      基本の柱Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅵ 

 

４．子どもを守る 

  ＤＶ被害者と子どもを適切に保護するため、ＤＶ対策と児童虐待防止対策との 

連携を強化する必要があります。                               基本の柱Ⅴ 

 

５．連携により支援する 

ＤＶ被害者の多岐にわたる複雑な問題に対応するため、国、市町村、関係機関・ 

団体、ＮＰＯ等との連携を強化する必要があります。             基本の柱Ⅵ 

 

※ソーシャルネットワーキングサービス：登録された利用者同士が交流できるウェブサイトの会員制サー

ビス。 

男女が互いの人権を尊重する、暴力のない社会の実現 
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【基本の柱】 

   「Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり」 

   「Ⅱ 安心して相談できる環境の充実」 

「Ⅲ 迅速かつ安全に被害者を保護する体制の充実」 

「Ⅳ 被害者の自立を促進する支援の充実」 

「Ⅴ ＤＶ被害者の子どもを守る体制の強化」 

「Ⅵ 市町村・関係機関との連携の強化」 

 

（７） 進行管理 

ＤＶ被害者支援に係る庁内連絡会議において、毎年度、施策の実施状況や被害者の 

状況等を把握するとともに、山形県男女共同参画審議会をはじめとする関係者や県民 

の意見を踏まえながら、その評価・検証を行います。 

（８） 推進体制 

計画の推進に当たっては、以下のとおり関係機関、民間支援団体、市町村、県がそ

れぞれ連携・協働のもと、総合的・横断的に取り組んでいきます。 

① ＤＶ被害者支援機関連絡会議 

民間支援団体、医師会、弁護士会、県関係部局等で構成するＤＶ被害者支援機関 

連絡会議において意見交換を行いながら、施策を推進します。 

② 地域ＤＶ被害者支援連絡協議会（県内４地域） 

県、市町村、民生委員・児童委員、人権擁護委員、教育関係者等が情報交換し、 

情報の共有化を図り、地域における被害者の適切な保護、自立支援等のため、各種 

の施策を推進します。 

③ ＤＶ対策庁内連絡会議 

庁内各課等からなるＤＶ対策庁内連絡会議において、施策の実施状況を把握する 

とともに、その状況を検証しながら、各種の施策を推進します。 

④ 中央配偶者暴力相談支援センター（女性相談センターに設置） 

県の中核的相談機関としての対応、被害者の心理的ケア、処遇の難しい事案への 

対応、広域連携を含めた総合調整等、各種の施策を推進します。 

⑤ 地域配偶者暴力相談支援センター（県内４地域 各総合支庁担当課に設置） 

地域における身近な相談機関としての対応、市町村等の地域の相談窓口や民間支 

援団体等に対する適切な支援等、各種の施策を推進します。 
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（９） 計画の体系 

 

Ⅲ
　
迅
速
か
つ
安
全
に
被
害
者
を
保
護
す
る

体
制
の
充
実

【施策の方向７】
　迅速で安全な保護体制の充実

①安全な移送体制の確保

②緊急保護体制の充実

③県域を越えた広域的な連携の推進

【施策の方向８】
　被害者の人権に配慮した一時保護体
　制の充実

④苦情処理の体制整備

【施策の方向９】
　保護命令に関する支援

②保護命令に対する適切な対応

Ⅱ
　
安
心
し
て
相
談
で
き
る
環
境
の
充
実

①ＳＮＳ等を活用した相談窓口の周知

【施策の方向４】
　早期相談のための相談窓口の周知

②身近な市町村における相談窓口の周知

③「ＤＶ相談ナビダイヤル♯８００８（はれれば）」「ＤＶ相談＋
（プラス）」の周知

【施策の方向５】
　早期発見のための関係機関の連携強
　化

①各関係機関にＤＶに関する周知・啓発等を実施し、早期発見を働
きかけ

【施策の方向６】
　相談者の立場に立った相談体制の充
　実

⑥高齢者・障がい者・外国人等の相談者への配慮

⑦相談員等関係職員の人材育成

⑧ＳＮＳを活用した相談窓口の整備

②警察による被害者に寄り添った通報・相談への対応

Ⅰ
　
Ｄ
Ｖ
を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

【施策の方向１】
　ＤＶを許さない県民意識の醸成

①ＤＶに関する周知・啓発等の実施

②高齢者・障がい者・外国人等へのＤＶ予防啓発の推進

【施策の方向２】
　若年層に対するＤＶ予防の啓発及び
　教育の推進

①若年層における交際相手からの暴力（「デートＤＶ」）防止のた
めの啓発の推進（ＳＮＳ等を活用した若年層への啓発）

⑤男性専用ＤＶ相談窓口の設置に関する調査・研究

④災害時や感染症拡大時における迅速な相談窓口の周知

②地域ＤＶ被害者支援連絡協議会を活用した連携強化

①配偶者暴力相談支援センターの機能強化

①きめ細かな相談・支援の実施

②心理ケアの充実

③一時保護委託先の拡充を検討

①保護命令制度の周知と利用のための支援

基本の柱 施策の方向 今後の方策

③各種相談機関による相談窓口の設置及び連携強化

④性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センターによる総合的・
専門的支援の実施。「♯８８９１(はやくワンストップ)」の周知。

【施策の方向３】
　加害者対策の推進

①加害者を生まないための予防啓発の推進

②加害者更生のための調査・研究

②子ども達を被害者にも加害者にも傍観者にもしない教育の充実
重点項目  

重点項目  

重点項目  
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②子どもの安全な就学・保育等の支援

Ⅵ
　
市
町
村
・
関
係
機
関
と
の

連
携
の
強
化

【施策の方向１６】
　市町村との連携によるＤＶ対策の強
　化

①市町村における支援体制づくりの推進

②市町村基本計画の策定支援

③災害時や感染症拡大時における相談窓口の周知（再掲）

【施策の方向１７】
　関係機関との連携によるＤＶ対策の
　強化

①関係機関の顔が見えるネットワークづくり

②ＮＰＯ等民間団体との連携と協働

③他の都道府県との連携

④再被害防止の支援による安全・安心の確保

⑤被害者等の個人情報の保護の徹底

【施策の方向１３】
　こころの回復支援

①被害者のメンタルヘルスケアの実施

②被害者を支えるアフターケアの充実

Ⅴ
　
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
子
ど
も
を

守
る
体
制
の
強
化

【施策の方向１４】
　児童虐待から子どもを守る体制強化

①児童相談所・警察・市町村等と連携した虐待防止・対応

②市町村要保護児童対策地域協議会を活用した連携・支援

【施策の方向１５】
　ＤＶ被害者の子どもの支援

【施策の方向１１】
　就業に向けた支援

②マザーズジョブサポート山形・庄内による個々のニーズに応じた
支援

③ＤＶ被害者を含む母子家庭（ひとり親）への経済的支援及び職業
能力開発支援制度の周知・活用

①生活保護制度及び生活困窮者自立支援制度の周知と利用のための
支援

【施策の方向１２】
　被害者の立場に立った生活支援

②公的サービス、各種手続きの円滑な利用のための支援

③法律相談及び民事法律扶助制度等の周知と利用のための支援

基本の柱 施策の方向 今後の方策

Ⅳ
　
被
害
者
の
自
立
を
促
進
す
る
支
援
の
充
実

①公営住宅の優先入居実施等の入居対策

【施策の方向１０】
　住居の確保に向けた支援

②母子生活支援施設による支援強化

③女性の保護施設の利用促進及び民間団体によるシェアハウスやス
テップハウス設置の支援

④保護施設等における感染症対策の徹底

①被害者への就業支援の充実

①子どもの心理的ケアや学習支援

重点項目  

重点項目  

重点項目  


